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「
社
会
福
祉
法
人
の
在
り
方
等
に
関
す
る
検
討
会
」
に
つ
い
て

１
．
設
置
の
趣
旨

■
社
会
福
祉
法
人
は
、
社
会
福
祉
の
発
展
に
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
き
た
が
、
平
成
1
2
年
の
社
会
福
祉
基
礎
構
造
改
革
か
ら
1
0
年
以
上
が
経
過
し
、

措
置
制
度
か
ら
契
約
制
度
へ
の
転
換
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
民
間
企
業
等
の
参
入
、
福
祉
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
・
複
雑
化
、
既
存
の
社
会
保
障
や

福
祉
政
策
に
と
ど
ま
ら
な
い
切
れ
目
の
な
い
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
へ
の
期
待
な
ど
、
法
人
を
取
り
巻
く
環
境
は
大
き
く
変
化
し
て
お
り
、
社
会
福
祉
法
人
と
し
て
の

役
割
、
経
営
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
見
直
し
が
必
要
に
な
っ
て
い
る
。

■
ま
た
、
「
日
本
再
興
戦
略
」
（
平
成
2
5
年
６
月
1
4
日
閣
議
決
定
）
、
「
規
制
改
革
実
施
計
画
」
（
同
日
閣
議
決
定
）
及
び
「
社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告

書
」
（
同
年
８
月
６
日
公
表
）
に
お
い
て
は
、
社
会
福
祉
法
人
の
大
規
模
化
、
複
数
法
人
に
よ
る
連
携
、
経
営
の
高
度
化
、
法
人
経
営
の
透
明
性
の
確
保
や

非
課
税
扱
い
に
ふ
さ
わ
し
い
地
域
貢
献
等
に
つ
い
て
具
体
的
な
対
応
を
求
め
ら
れ
て
い
る
。

■
こ
の
よ
う
に
法
人
を
取
り
巻
く
環
境
や
福
祉
ニ
ー
ズ
が
変
化
し
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
「
日
本
再
興
戦
略
」
等
へ
の
具
体
的
な
対
応
を
は
じ
め
、
社
会
福
祉
法
人

の
在
り
方
に
つ
い
て
幅
広
い
検
討
を
行
い
、
そ
の
方
向
性
に
つ
い
て
論
点
整
理
を
行
う
も
の
で
あ
る
。

２
．
主
な
検
討
項
目

○
福
祉
ニ
ー
ズ
が
多
様
化
・
複
雑
化
し
て
い
る
中
に
お
け
る
社
会
福
祉
法
人
の
在
り
方
の
論
点
整
理
に
つ
い
て

（
例
）
法
人
経
営
の
透
明
性
の
確
保
（
社
会
福
祉
法
人
の
財
務
諸
表
の
効
果
的
な
公
表
方
法
）
な
ど

３
．
構
成
員

・
浦
野
正
男

＜
（
福
）
中
心
会
理
事
長
＞

・
雄
谷
良
成

＜
（
福
）
佛
子
園
理
事
長
＞

・
高
橋
利
一

＜
（
福
）
至
誠
学
舎
立
川
理
事
長
＞

・
田
島
誠
一

＜
日
本
社
会
事
業
大
学
専
門
職
大
学
院
特
任
教
授
＞

・
田
中
滋

＜
座
長
：
慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
教
授
＞

・
千
葉
正
展

＜
（
独
）
福
祉
医
療
機
構
経
営
支
援
室
経
営
企
画
課
長
＞

・
対
馬
徳
昭

＜
つ
し
ま
医
療
福
祉
グ
ル
ー
プ
代
表
＞

・
西
元
幸
雄

＜
（
福
）
青
山
里
会
常
務
理
事
＞

・
藤
井
賢
一
郎
＜
上
智
大
学
総
合
人
間
科
学
部
准
教
授
＞

・
松
原
由
美

＜
（
株
）
明
治
安
田
生
活
福
祉
研
究
所
福
祉
社
会
研
究
部
主
席
研
究
員
＞

・
松
山
幸
弘

＜
（
一
財
）
キ
ヤ
ノ
ン
グ
ロ
ー
バ
ル
戦
略
研
究
所
研
究
主
幹
＞

・
宮
田

司
＜
（
福
）
堺
暁
福
祉
会
理
事
＞

・
森
貞
述

＜
元
高
浜
市
長
＞

４
．
こ
れ
ま
で
の
開
催
実
績

○
第
１
回
（
９
月
2
7
日
）

「
今
後
の
社
会
福
祉
法
人
の
在
り
方
に
つ
い
て
」
（
ﾌ
ﾘｰ
ﾃ
ﾞｨ
ｽ
ｶ
ｯ
ｼ
ｮﾝ
）

○
第
２
回
（
1
0
月
2
8
日
）

「
社
会
福
祉
法
人
が
地
域
か
ら
期
待
さ
れ
る
「
更
な
る
取
組
」

に
つ
い
て
」

○
第
３
回
（
1
1
月
1
8
日
）

「
社
会
福
祉
法
人
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
つ
い
て
（
法
人
の
組
織
の

在
り
方
、
透
明
性
の
確
保
に
つ
い
て
）
」

○
第
４
回
（
1
2
月
1
6
日
）

「
社
会
福
祉
法
人
の
大
規
模
化
・
協
働
化
等
に
つ
い
て
」

○
第
５
回
（
１
月
2
0
日
）

「
社
会
福
祉
法
人
の
適
正
な
運
営
の
確
保
に
つ
い
て
」

○
第
６
回
（
２
月
２
０
日
）

「
イ
コ
ー
ル
フ
ッ
テ
ィ
ン
グ
に
つ
い
て
」
、
「
福
祉
人
材
の
確
保
に
つ
い

て
」

※
平
成
２
６
年
５
月
頃
を
目
途
に
と
り
ま
と
め
（
予
定
）
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社
会
福
祉
事
業
を
行
う
こ
と
を
目
的
に
設
立
さ
れ

た
法
人
（
法
第
２
２
条
）
と
し
て
、
行
政
施
策
の
実
施

主
体
と
し
て
地
域
へ
の
貢
献
を
実
施

社
会
福
祉
法
人

近
隣
住
民
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等

近
年
の
経
済
･雇
用
情
勢
の
変
化
に
伴
い
、
住
ま
い
方
（
高
齢
者
の
み
世
帯
や
核
家
族
化
）

の
変
化
や
雇
用
形
態
の
多
様
化
に
よ
る
新
た
な
地
域
ニ
ー
ズ
の
発
生

地
域
に
よ
り
事
情
は
異
な
る
も
の
の
、
過
疎
化
・
核
家
族
化
や
住
民
同
士
の
繋
が
り
の
希
薄

化
の
進
行
な
ど
、
従
前
の
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
け
る
担
い
手
が
大
幅
に
不
足

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
い
て
は
、
『
向
こ
う

三
軒
両
隣
』
の
考
え
に
よ
り
、
近
隣
住
民
や

自
治
会
等
の
助
け
合
い
が
実
施

地
域
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化

地
域

社
会
福
祉
法
人

近
隣
住
民
等

従 来 現 状 今 後

地
域
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
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○
医
療
・介
護
サ
ー
ビ
ス
の
高
度
化

・
質
の
高
い
介
護
サ
ー
ビ
ス
等
を
安
定
的
に
供
給
す
る
た
め
、
社
会
福
祉
法
人
の
財
務
諸
表
の
公
表
推
進
に
よ
り
透
明
性
を
高
め
る
と
と
も
に
、
法
人
規
模
拡
大
の
推
進
等

の
経
営
を
高
度
化
す
る
た
め
の
仕
組
み
の
構
築
や
、
地
域
医
療
介
護
連
携
の
た
め
の
医
療
情
報
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
普
及
・
展
開
、
介
護
・
医
療
関
連
情
報
の
「
見
え
る

化
」
を
実
施
す
る
。

日
本
再
興
戦
略
（
成
長
戦
略
）
閣
議
決
定
（
平
成
２
５
年
６
月
１
４
日
）

○
社
会
福
祉
法
人
の
経
営
情
報
の
公
開

・
全
て
の
社
会
福
祉
法
人
に
つ
い
て
、
平
成
２
５
年
度
分
以
降
の
財
務
諸
表
の
公
表
を
行
う
。
公
表
が
よ
り
効
果
的
に
行
わ
れ
る
た
め
の
具
体
的
な
方
策
に
つ
い
て
検
討

し
、
結
論
を
得
る
。
【
平
成
２
５
年
中
に
結
論
を
得
て
、
平
成
２
６
年
度
当
初
か
ら
措
置
】

・
平
成
２
４
年
度
の
財
務
諸
表
に
つ
い
て
公
表
を
行
う
よ
う
、
社
会
福
祉
法
人
に
周
知
指
導
し
、
そ
れ
に
よ
る
社
会
福
祉
法
人
の
取
組
の
状
況
に
つ
い
て
調
査
し
、
規
制
改

革
会
議
に
報
告
す
る
。
【
平
成
２
５
年
９
月
ま
で
に
措
置
】

・
所
轄
庁
に
対
し
て
も
、
所
管
す
る
社
会
福
祉
法
人
の
平
成
２
４
年
度
の
財
務
諸
表
に
つ
い
て
、
所
轄
庁
等
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
公
表
を
行
う
よ
う
協
力
を
要
請
し
、
そ

れ
に
よ
る
所
轄
庁
の
取
組
の
状
況
に
つ
い
て
調
査
し
、
規
制
改
革
会
議
に
報
告
す
る
。
【
平
成
２
５
年
９
月
ま
で
に
措
置
】

○
保
育
の
質
の
評
価
の
拡
充

・
保
育
所
に
対
す
る
第
三
者
評
価
に
つ
い
て
、
平
成
2
5
年
度
中
に
評
価
機
関
と
評
価
者
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
の
対
応
を
行
う
。
【
平
成
２
５
年
度
措
置
】

・
子
ど
も
子
育
て
支
援
新
制
度
へ
の
移
行
に
合
わ
せ
て
、
保
育
所
に
対
す
る
第
三
者
評
価
に
お
け
る
受
審
率
目
標
を
策
定
す
る
。
【
子
ど
も
子
育
て
支
援
新
制
度
の
施
行

ま
で
に
検
討
・
結
論
】

・
保
育
所
に
対
す
る
第
三
者
評
価
に
お
け
る
受
審
の
コ
ス
ト
負
担
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
子
ど
も
子
育
て
支
援
新
制
度
施
行
ま
で
に
検
討
し
、
結
論
を
得
る
。
【
子
ど
も
子
育

て
支
援
新
制
度
の
施
行
ま
で
に
検
討
・
結
論
】

規
制
改
革
実
施
計
画
閣
議
決
定
（
平
成
２
５
年
６
月
１
４
日
）

○
医
療
法
人
制
度
・社
会
福
祉
法
人
制
度
の
見
直
し

・
医
療
法
人
制
度
・
社
会
福
祉
法
人
制
度
に
つ
い
て
、
非
営
利
性
や
公
共
性
の
堅
持
を
前
提
と
し
つ
つ
、
機
能
の
分
化
・
連
携
の
推
進
に
資
す
る
よ
う
、
例
え
ば
ホ
ー
ル
デ
ィ

ン
グ
カ
ン
パ
ニ
ー
の
枠
組
み
の
よ
う
な
法
人
間
の
合
併
や
権
利
の
移
転
等
を
速
や
か
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
道
を
開
く
た
め
の
制
度
改
正
を
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
。

・
特
に
、
社
会
福
祉
法
人
に
つ
い
て
は
、
経
営
の
合
理
化
、
近
代
化
が
必
要
で
あ
り
、
大
規
模
化
や
複
数
法
人
の
連
携
を
推
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
非
課
税
扱
い

と
さ
れ
て
い
る
に
ふ
さ
わ
し
い
、
国
家
や
地
域
へ
の
貢
献
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
低
所
得
者
の
住
ま
い
や
生
活
支
援
な
ど
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書
【
抜
粋
】
（
平
成
２
５
年
８
月
６
日
）

社
会
福
祉
法
人
制
度
に
対
す
る
主
な
指
摘
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○
社
会
福
祉
法
人
の
使
命
・
役
割
に
照
ら
し
、
「
更
な
る
取
組
」
と
は
、
ど
の
よ
う
な
も

の
で
あ
る
べ
き
か
。

○
ど
の
よ
う
に
す
れ
ば
「
更
な
る
取
組
」
が
幅
広
く
実
施
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
か
。

検
討
会
に
お
け
る
議
論
の
経
過
①

・
地
域
へ
の
貢
献
等
を
客
観
的
に
評
価
す
る
仕
組
み
が
必
要
で
は
な
い
か
。

・
社
会
福
祉
法
人
自
ら
が
Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
民
生
委
員
等
の
地
域
資
源
と
連
携
し
地
域
の

問
題
を
解
決
す
る
べ
き
で
は
な
い
か
。

・
社
会
福
祉
法
人
の
利
益
は
、
積
極
的
に
地
域
に
還
元
す
べ
き
。
還
元
し
な
い

の
で
あ
れ
ば
課
税
と
い
う
手
段
も
あ
る
の
で
は
な
い
か
。

・
地
方
公
共
団
体
の
中
に
は
、
社
会
福
祉
事
業
の
み
実
施
す
れ
ば
良
い
と
い
う
考

え
を
も
っ
て
い
る
と
こ
ろ
も
あ
り
、
法
人
の
や
る
気
を
そ
ぐ
場
合
が
あ
る
の
で
は
な

い
か
。

・
法
律
で
強
制
さ
れ
な
い
こ
と
は
実
施
し
な
い
法
人
も
存
在
す
る
の
で
は
な
い
か
。

・
地
域
へ
の
貢
献
等
を
客
観
的
に
評
価
す
る
仕
組
み
が
必
要
で
は
な
い
か
。

・
今
の
社
会
福
祉
法
人
は
、
制
度
で
決
ま
っ
て
い
る
社
会
福
祉
事
業
し
か
や
っ
て
い
な
い
と
思
わ
れ
て
お
り
、
そ
れ
以
外
の
取
り
組
み
を
国
民
に
伝
え
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
は

な
い
か
。

・
法
人
が
新
た
な
提
案
を
し
て
も
、
全
県
域
で
同
じ
事
が
で
き
な
け
れ
ば
認
め
な
い
所
轄
庁
も
存
在
す
る
が
、
そ
れ
で
は
地
域
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
で
き
な
い
の
で
は
な
い
か
。

・
ワ
ン
マ
ン
経
営
と
な
ら
な
い
よ
う
、
法
人
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
強
化
の
仕
組
み
を
構
築
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

・
財
務
諸
表
に
つ
い
て
、
所
轄
庁
の
チ
ェ
ッ
ク
が
機
能
し
て
い
な
い
。
正
確
な
財
務
諸
表
を
作
り
、
公
開
し
て
い
く
こ
と
は
当
然
で
は
な
い
か
。

・
内
部
留
保
は
多
寡
の
問
題
で
は
な
く
、
目
的
や
計
画
を
説
明
す
る
こ
と
が
必
要
で
は
な
い
か
。

・
地
方
公
共
団
体
の
中
に
は
地
域
の
ニ
ー
ズ
に
目
を
向
け
ず
、
か
つ
て
の
慣
例
に
従
っ
た
画
一
的
な
指
導
を
し
て
い
る
と
こ
ろ
も
残
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。

第
１
回
（
フ
リ
ー
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
）

第
２
回
（
社
会
福
祉
法
人
が
期
待
さ
れ
る
「
更
な
る
取
組
」
に
つ
い
て
）

主
な
論
点

主
な
意
見

○
社
会
福
祉
法
人
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
ど
う
考
え
る
か
。

○
地
域
に
積
極
的
に
貢
献
す
る
た
め
に
、
ど
の
よ
う
な
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
改
善
が
求
め

ら
れ
る
か
。

・
公
益
法
人
改
革
の
よ
う
に
、
役
員
等
の
法
人
運
営
に
対
す
る
責
任
を
果
た
す
た

め
、
損
害
賠
償
責
任
な
ど
を
明
確
に
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

・
監
事
が
不
適
切
な
財
務
諸
表
を
見
抜
け
な
い
こ
と
は
問
題
で
は
な
い
か
。

・
一
定
の
規
模
以
上
の
法
人
は
専
門
家
に
よ
る
外
部
監
査
の
導
入
が
必
要
で
は

な
い
か
。

・
諮
問
機
関
と
し
て
の
評
議
員
会
の
役
割
は
重
要
で
あ
り
、
保
育
所
や
介
護
事
業

な
ど
も
必
置
と
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

第
３
回
（
社
会
福
祉
法
人
の
組
織
の
在
り
方
）

主
な
論
点

主
な
意
見
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○
社
会
福
祉
法
人
が
果
た
す
べ
き
説
明
責
任
の
範
囲
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
考
え

る
か
。

・
厚
生
労
働
省
が
提
示
し
た
財
務
諸
表
の
公
表
に
関
す
る
対
応
方
針
に
つ
い
て

は
、
最
初
の
第
一
歩
と
し
て
進
め
て
い
く
べ
き
。

・
た
だ
単
に
財
務
諸
表
を
公
表
す
る
の
で
は
な
く
、
経
営
分
析
が
で
き
る
程
度
の

財
務
諸
表
の
公
表
が
必
要
で
は
な
い
か
。

・
社
会
福
祉
法
人
自
ら
が
公
表
す
る
と
と
も
に
、
所
轄
庁
に
つ
い
て
も
公
表
に
関

与
す
べ
き
で
あ
り
、
都
道
府
県
単
位
で
公
表
す
る
方
法
も
考
え
ら
れ
る
の
で
は

な
い
か
。

・
財
務
諸
表
の
公
表
に
当
た
っ
て
は
、
財
務
諸
表
の
正
確
性
の
担
保
が
必
要
で

は
な
い
か
。

・
財
務
諸
表
を
公
表
す
る
の
み
で
は
な
く
、
地
域
へ
の
貢
献
な
ど
の
法
人
が
実
施

し
て
い
る
取
組
も
伝
え
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
は
な
い
か
。

第
３
回
（
社
会
福
祉
法
人
運
営
の
透
明
性
の
確
保
に
つ
い
て
）

主
な
論
点

主
な
意
見

検
討
会
に
お
け
る
議
論
の
経
過
②

○
社
会
福
祉
法
人
の
大
規
模
化
・
協
働
化
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
に
考
え
る
か
。

○
社
会
福
祉
法
人
の
本
部
機
能
を
強
化
す
る
た
め
に
は
ど
の
よ
う
な
方
策
が
あ
る

か
。

○
社
会
福
祉
法
人
の
合
併
・
事
業
譲
渡
が
進
む
よ
う
に
す
る
に
は
ど
の
よ
う
な
方
策

が
あ
る
か
。

○
社
会
福
祉
法
人
の
協
働
化
が
幅
広
く
行
わ
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
に
は
ど
の
よ
う

な
方
策
が
あ
る
か
。

○
資
金
調
達
の
多
様
化
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
考
え
る
か
。

・
規
模
が
拡
大
す
る
こ
と
に
よ
り
、
多
数
の
人
が
法
人
運
営
に
参
加
し
、
牽
制
機
能

が
働
く
の
で
は
な
い
か
。

・
法
人
が
地
域
で
協
働
し
て
取
り
組
み
を
し
て
い
く
中
で
、
徐
々
に
規
模
拡
大
が

進
ん
で
い
く
の
で
は
な
い
か
。

・
大
規
模
化
や
協
働
化
な
ど
に
よ
り
、
地
域
貢
献
を
行
え
る
よ
う
な
組
織
・
枠
組
み

に
し
て
い
く
こ
と
は
必
要
で
は
な
い
か
。

・
理
事
長
の
経
営
ス
キ
ル
を
醸
成
し
な
い
と
本
部
機
能
の
強
化
は
困
難
で
は
な
い

か
。

・
本
来
、
使
途
制
限
の
な
い
介
護
報
酬
・
自
立
支
援
給
付
費
に
つ
い
て
も
、
措
置

費
・
保
育
所
運
営
費
と
同
様
に
使
途
制
限
を
し
て
い
る
自
治
体
も
存
在
す
る
よ
う

で
あ
る
。

第
４
回
（
社
会
福
祉
法
人
の
大
規
模
化
・
協
働
化
等
に
つ
い
て
）

主
な
論
点

主
な
意
見

※
「
主
な
意
見
」
は
、
検
討
会
に
お
け
る
委
員
か
ら
の
発
言
の
一
部
を
と
り
ま
と
め
た
も
の
で
あ
り
、
全
て
の
発
言
を
集
約
し
た
も
の
で
は
な
い
。
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○
適
切
な
法
人
運
営
や
育
成
を
支
援
す
る
視
点
で
の
指
導
・
助
言
の
導
入
、
指

導
範
囲
を
ど
の
よ
う
に
考
え
る
か
。

○
所
轄
庁
が
実
施
す
る
法
人
監
査
と
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す
る
施
設
監
査
の

関
係
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
考
え
る
か
。

○
監
査
に
お
い
て
、
専
門
家
を
活
用
し
た
方
が
望
ま
し
い
分
野
な
ど
、
行
政
機
関

に
よ
る
も
の
以
外
の
手
法
を
加
え
る
な
ど
の
重
層
化
を
ど
の
よ
う
に
考
え
る
か
。

○
経
営
診
断
の
結
果
、
経
営
悪
化
の
兆
候
が
見
ら
れ
る
法
人
へ
の
経
営
改
善
指

導
の
手
法
と
し
て
、
ど
の
よ
う
な
も
の
が
考
え
ら
れ
る
か
。

○
所
轄
庁
の
権
限
移
譲
に
あ
た
っ
て
、
ど
の
よ
う
な
役
割
分
担
・
連
携
体
制
を
確

保
す
る
必
要
が
あ
る
か
。

○
国
が
各
所
轄
庁
に
お
け
る
法
人
監
督
等
の
状
況
を
把
握
で
き
る
仕
組
み
を
構

築
し
、
平
準
化
を
図
る
場
合
ど
の
よ
う
な
点
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
か
。

○
第
三
者
評
価
の
受
審
促
進
の
た
め
に
は
、
ど
の
よ
う
な
方
策
が
考
え
ら
れ
る
か

（
受
審
す
る
メ
リ
ッ
ト
な
ど
）
。

○
認
証
機
関
・
評
価
機
関
に
地
域
ご
と
に
差
異
が
あ
る
現
状
を
ど
の
よ
う
に
考
え
る

か
。

○
サ
ー
ビ
ス
間
共
通
の
評
価
項
目
を
一
元
化
す
る
こ
と
を
ど
の
よ
う
に
考
え
る
か
。

○
サ
ー
ビ
ス
間
共
通
評
価
項
目
の
再
整
理
に
伴
う
今
後
の
第
三
者
評
価
の
位
置

付
け
に
つ
い
て
、
最
低
基
準
を
ク
リ
ア
し
た
上
で
の
自
主
的
な
努
力
を
評
価
す
る

も
の
に
変
更
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
な
問
題
が
あ
る
か
。

・
社
会
福
祉
基
礎
構
造
改
革
時
に
は
、
行
政
指
導
・
第
三
者
評
価
制
度
な
ど
の

棲
み
分
け
を
し
よ
う
と
し
て
い
た
が
、
現
在
は
曖
昧
に
な
っ
て
い
る
。

・
現
在
、
第
三
者
評
価
の
受
審
率
が
低
い
状
況
に
あ
る
が
、
受
審
率
が
高
ま
れ
ば
、

評
価
者
の
質
が
上
が
る
な
ど
仕
組
み
も
改
善
さ
れ
て
い
く
。

・
適
切
で
な
い
財
務
諸
表
を
公
表
し
て
も
意
味
が
な
い
た
め
、
公
認
会
計
士
や
監

査
法
人
の
外
部
監
査
を
義
務
付
け
る
べ
き
。

・
非
営
利
法
人
で
あ
る
社
会
福
祉
法
人
の
財
務
状
況
は
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
、
国

民
、
行
政
な
ど
か
ら
多
角
的
な
評
価
さ
れ
る
べ
き
。

・
定
款
に
記
載
し
て
あ
る
目
的
が
、
多
く
の
法
人
で
定
款
準
則
ど
お
り
同
じ
も
の
に

な
っ
て
い
る
が
、
柔
軟
に
対
応
す
る
べ
き
で
は
な
い
か
。

・
権
限
移
譲
に
あ
た
っ
て
は
、
地
方
公
共
団
体
が
連
携
し
て
、
情
報
交
換
・
共
有
、

研
修
等
を
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
。

・
権
限
移
譲
に
よ
り
、
小
規
模
な
自
治
体
も
法
人
を
所
管
す
る
よ
う
に
な
っ
た
が
、

監
査
に
あ
た
っ
て
、
会
計
の
専
門
家
を
活
用
す
る
方
法
も
あ
る
。

・
地
域
の
福
祉
ニ
ー
ズ
に
応
え
て
事
業
を
実
施
す
る
場
合
の
支
出
額
を
公
開
す

べ
き
。

第
５
回
（
社
会
福
祉
法
人
の
適
正
な
運
営
の
確
保
に
つ
い
て
）

主
な
論
点

主
な
意
見

検
討
会
に
お
け
る
議
論
の
経
過
③

※
「
主
な
意
見
」
は
、
検
討
会
に
お
け
る
委
員
か
ら
の
発
言
の
一
部
を
と
り
ま
と
め
た
も
の
で
あ
り
、
全
て
の
発
言
を
集
約
し
た
も
の
で
は
な
い
。
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第２５回規制改革会議資料 

 

 - 1 -

「介護・保育事業等における経営管理の強化と 
イコールフッティング確立に関する論点整理」に対する考え方 

 
平成２６年２月４日 
厚 生 労 働 省 

 
１．事業者のガバナンス 

（１）財務諸表の情報開示 
・ 厚生労働省は、全国の社会福祉法人の財務諸表を集約し、一覧性及び

検索性をもたせた電子開示システムを構築すべきではないか。 
・ 厚生労働省は、社会福祉法人の財務諸表の公表において、標準的形式

を提示し、各法人が原則としてＨＰ上で開示を行うように指導すべきで

はないか。 
（考え方） 
１ 現行の社会福祉法では、社会福祉法人の財務諸表については、福祉サ

ービスの利用を希望する者その他の利害関係人から請求があった場合

には、正当な理由がある場合を除いて、閲覧に供しなければならないこ

ととしている。 
 

２ また、通知上は、法人の業務及び財務等に関する情報については、

法人の広報やインターネットを活用すること等により自主的に公表す

ることが適当としている。 
 
３ こうした中、「規制改革実施計画」や厚生労働省に設置する「社会

福祉法人の在り方等に関する検討会」（以下「検討会」という。）等

での議論を踏まえ、平成２５年度以降の財務諸表について、全ての社

会福祉法人に対し、インターネット上での公表を義務化することを決

定したところである。 
 
４ 社会福祉法人は、公益性が高く社会的責任も重い非営利法人である

ことから、法人自らが財務諸表を公表することが責務であり、まずは、

社会福祉法人及び所轄庁に対して指導を徹底するとともに、御指摘の

一覧性及び検索性をもたせた公表方法については、今後、検討するこ

ととしている。 
 
５ なお、標準的な様式については、現在検討しているところであり、

今年度中に関係通知を改正することとしている。 
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（２）補助金等の情報開示 
・厚生労働省は、全国の社会福祉法人が国や地方自治体から受けている

補助金等の状況を一元的に把握し、国民に分かりやすく開示すべきで

はないか。 
・そのために、厚生労働省は、社会福祉法人が受けている補助金や社会

貢献活動に係る支出額等の状況が利用者や国民に分かるよう、標準的

形式を提示し、各法人にその開示を義務づけるべきではないか。 
（考え方） 

（１）のとおり、現在、財務諸表の公表に当たって標準的な様式を検討

し、今年度中に関係通知を改正することとしており、その中において、法

人単位の補助金の収入状況等も明確となるよう検討することとしている。 

 

（３）内部留保の明確化 
・社会福祉法人の巨額の内部留保が問題となっている。厚生労働省は、

内部留保の位置付けを明確化し、福祉サービスへの再投資や社会貢献

での活用を促すべきではないか。 
・厚生労働省は、社会福祉法人に対して、明確な事業計画に基づく目的

別の積立（退職給与引当金や修繕積立金等の別途積立金の活用）を行

うことを指導すべきではないか。 
（考え方） 
１ 内部留保が社会福祉事業等により生じた剰余金であるという性格を

踏まえれば、当該剰余金については、まずは、社会福祉事業を実施する

ための建物修繕や人件費等に充当し、さらには、地域の福祉ニーズに対

応するために活用するなど、あらかじめ事業計画を策定、使途を明確に

した上で、法人自らが説明責任を果たすことが重要と考えている。 
 
２ （１）のとおり、現在、財務諸表の公表に当たっての標準的な様式を

検討し、今年度中に関係通知を改正することとしており、その中におい

て、目的別の積立についても明確となるよう検討することとしている。 
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（４）調達の公正性・妥当性の確保 
 厚生労働省は、社会福祉法人とその役員の親族や特別の利害関係を有

する者との取引について、取引相手および取引内容を開示する等、調達

の公正性や妥当性を担保する仕組みを検討すべきではないか。 
（考え方） 
１ 平成２７年度より全ての社会福祉法人が適用対象となる社会福祉法

人新会計基準においては、社会福祉法人と関連当事者（当該法人の役員

やこれらの者が議決権の過半数を有している法人等）との一定の取引に

ついては、財務諸表に注記しなければならないこととしている。 
 
２ （１）のとおり、現在、財務諸表の公表に当たっての標準的な様式を

検討し、今年度中に関係通知を改正することとしており、その中におい

て、上記のような取引についても明確となるよう検討することとしてい

る。 
 
（５）経営管理体制の強化 
・厚生労働省は、社会福祉法人の内部管理を強化するため、理事会や評

議員会、役員等の役割や権限、責任の範囲等を法令等で明確に定める

べきではないか。 
・厚生労働省は、社会福祉法人のサービスに対する第三者評価受審率の

数値目標を定めるべきではないか。さらに、一定の事業規模を超える

社会福祉法人に対して外部機関による会計監査を義務づけるべきでは

ないか。 
（考え方） 
１ 現行の社会福祉法では、御指摘のように法人の内部組織について、一

部規定がなされていないものも見受けられるため、検討会等での議論を

踏まえつつ、法令での明確化等について検討することとしている。 
 
２ また、第三者評価については、「規制改革実施計画」を踏まえ、受審

することに対するインセンティブなど、受審率を向上させる方策を検討

することとしている。 
 
３ なお、保育所に対する第三者評価の受審率目標の策定については、 

「規制改革実施計画」において、早ければ平成２７年４月から実施予定

の「子ども・子育て支援新制度の施行までに検討、結論」とされたこと
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を踏まえ、内閣府に設置された子ども・子育て会議において検討中であ

る。 
 
４ 現在、通知において、一定規模以上の法人は特に積極的な外部監査の

活用を求めているところであるが、検討会等での議論を踏まえつつ、外

部監査の義務化などを含めた適正な会計処理を行うための方策につい

て、検討することとしている。 

 

（６）所轄庁による指導・監督の強化 
・厚生労働省は、地方自治体等の所轄庁の指導・監督を強化するため、監

査のガイドラインや監査人材の育成プログラムを策定することとし、そ

の工程表を策定すべきではないか。 
・厚生労働省は、経営の悪化した社会福祉法人に対して、所轄庁が措置命

令等の行政処分に先駆けて助言や勧告を行えるよう社会福祉法の見直

しを行うべきではないか。 

（考え方） 
１ 社会福祉法人の監査等については、平成２５年度より都道府県から一

般市に権限が移譲されており、今後も、地方厚生局から都道府県に権限

が移譲されるなど、監査の実施環境が大きく変化している。 
 
２ このため、今後の国と所轄庁との連携方策など検討会等での議論を踏

まえつつ、所轄庁における人材を含めた監査体制に必要な支援の方策に

ついても検討することとしている。 
 
３ 現在、所轄庁に対しては、法人監査に係る基準（法定受託事務の処理

に当たり拠るべき基準）として、「社会福祉法人指導監査要綱」を示し

ているが、社会福祉法人が地域の福祉ニーズに積極的に対応できるよ

う、必要な見直しを検討することとしている。 
 
４ また、経営の悪化している法人に対しては、まずは、社会福祉法人の

経営状態を把握することができる経営判断指標の構築を検討している。 
 
５ なお、現在も、社会福祉法上、所轄庁等は、 

①社会福祉法人の業務又は会計の状況に関し、報告又は検査 
②法令等に違反し、又は運営が著しく適正を欠くと認められる場合に

は、措置命令 
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③措置命令に従わない場合は、業務の停止又は役員の解職勧告 
④法令等に違反した場合にあって、他の方法により監督の目的を達す

ることができないとき等は解散命令 
     を命じることができることとなっているが、勧告手続の明確化などを検 

討することとしている。 
 

 

２．経営主体間のイコールフッティング 

・介護・保育分野は、営利法人と非営利法人が共存し、同種のサービス

を提供する特殊な市場である。多様な経営主体がサービスの質を競い、

利用者の利便が高まるよう、経営主体間のイコールフッティングを確

立すべきではないか。 
・第一種社会福祉事業の経営主体は、原則、行政又は社会福祉法人と定

められている。そのうち、特別養護老人ホームなどの施設は、個別法

によっても経営主体が社会福祉法人等に限定されている。厚生労働省

は、多様な経営主体が参入して利用者の利便を高めることができるよ

う参入規制を緩和すべきではないか。 
・社会福祉法人に対しては、補助金や非課税措置などの財政上の優遇措

置がとられている。株式会社やＮＰＯ法人が参入して同種の事業を展

開するようになったという変化を踏まえ、経営主体間で異なる財政上

の措置を見直すべきではないか。 
（考え方） 

１ 自宅での生活が困難な要介護高齢者を対象とする入所施設として

は、特別養護老人ホームのほか、営利法人を中心に設置されている有

料老人ホームなどの類型がある。 
これらについては、急速な高齢化の進展に伴い、近年その数が大幅に

増加しており、営利法人等の経営する有料老人ホーム等に入居する利用

者数は特別養護老人ホームを上回る状況となっている。 

 

※ 高齢者向け住まい・施設の定員数 
・特別養護老人ホーム 約 52 万人（平成 25 年 10 月現在） 
・有料老人ホーム 約 35 万人（平成 25 年 7 月現在） 
・サービス付き高齢者向け住宅 約 13 万戸（平成 25 年 10 月現在） 

       ・認知症高齢者グループホーム 約 18 万人（平成 25 年 10 月現在） 
約 66万人 
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２ 介護保険制度においては、営利法人が行うこれらの事業も含め、同一

サービス同一基準の考え方を基に報酬が設定されているため、入所施設

についても、概ねイコールフッティングは確立されているものと考えて

いる。また、保育所についても、営利法人等の参入が可能となっており、

同様の考え方の下に運営費が支払われている。 
 
３ なお、特別養護老人ホームについては、要介護度が重度で、低所得の

高齢者が数多く入所しており、介護保険による補足給付や社会福祉法人

等による利用者負担軽減等の低所得者の負担軽減措置を実施している

ところである。これらのことなどから、公益性と経営の安定性を担保す

る必要があり、その設置主体は地方公共団体や社会福祉法人等に限定さ

れている。 
  また、今後、更に重度の要介護者を支える施設としての機能に重点化

を図っていくため、新規入所を要介護３以上に限定する制度改正を検討

しているところである。 

 ※ 特別養護老人ホーム入所者のうち、低所得者（住民税非課税世帯）が全体の 80
％を占めている。 

  ※ 補足給付：市町村民税非課税世帯の方に対する食費・居住費の補助 
           （特別養護老人ホームについては、平成 23 年度で約 1700 億円） 
 
４ 社会福祉法人は、公益性を有する社会福祉事業を主たる事業とする非

営利法人として、低所得者や生活困窮者の対応など、一定の規制の下で

事業を実施することや、地域の福祉ニーズに対応することが求められる

ため、補助金や税制優遇等を受けている。 

他方、営利法人はそうした規制なく、事業の効率性を追求し、利益を

上げることが可能であり、社会福祉法人と営利法人等ではそれぞれ異な

る役割を有している。 

 
５ 今後、多様なニーズに合った多様な施設等のサービス提供を促進して

いくとともに、社会福祉法人が、前述のような地域福祉のセーフティネ

ットとしての役割を適切に果たしていけるよう、地域に不足しているサ

ービス、低所得者や重度介護者への重点的な対応、地域福祉への貢献等

を義務付けるなど、必要な制度の見直しを行うこととしている。   
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法
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公
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及

び
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業
属

性
別
）
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◆国所管
ＨＰ開設法人数 公表法人数 公表割合 ＨＰ開設法人数 公表法人数 公表割合

(a) (b) (b)/(a) (a) (b) (b)/(a)
厚生労働本省 37 26 70.3% 相模原市 47 20 42.6%
地方厚生局 313 149 47.6% 新潟市 91 18 19.8%
小計 350 175 50.0% 静岡市 69 46 66.7%

浜松市 60 34 56.7%
◆都道府県(一般市含む)所管 名古屋市 131 35 26.7%
北海道 341 206 60.4% 京都市 104 40 38.5%
青森県 193 65 33.7% 大阪市 175 57 32.6%
岩手県 137 64 46.7% 堺市 73 20 27.4%
宮城県 80 45 56.3% 神戸市 117 43 36.8%
秋田県 94 48 51.1% 岡山市 50 17 34.0%
山形県 133 69 51.9% 広島市 64 21 32.8%
福島県 103 33 32.0% 北九州市 111 48 43.2%
茨城県 309 85 27.5% 福岡市 139 52 37.4%
栃木県 134 33 24.6% 熊本市 112 19 17.0%
群馬県 204 77 37.7% 小計 1,847 666 36.1%
埼玉県 440 94 21.4%
千葉県 299 103 34.4% ◆中核市所管
東京都 754 352 46.7% 旭川市 24 9 37.5%
神奈川県 257 113 44.0% 函館市 20 7 35.0%
新潟県 192 83 43.2% 青森市 41 13 31.7%
富山県 117 32 27.4% 盛岡市 33 12 36.4%
石川県 126 33 26.2% 秋田市 32 11 34.4%
福井県 141 46 32.6% 郡山市 17 10 58.8%
山梨県 147 36 24.5% いわき市 30 8 26.7%
長野県 170 75 44.1% 宇都宮市 43 7 16.3%
岐阜県 186 65 34.9% 前橋市 39 33 84.6%
静岡県 241 126 52.3% 高崎市 48 9 18.8%
愛知県 223 93 41.7% 川越市 21 7 33.3%
三重県 193 90 46.6% 船橋市 19 3 15.8%
滋賀県 122 41 33.6% 柏市 20 4 20.0%
京都府 158 50 31.6% 横須賀市 28 8 28.6%
大阪府 425 110 25.9% 富山市 46 15 32.6%
兵庫県 274 121 44.2% 金沢市 65 6 9.2%
奈良県 87 33 37.9% 長野市 33 8 24.2%
和歌山県 109 80 73.4% 岐阜市 25 7 28.0%
鳥取県 25 16 64.0% 豊橋市 26 5 19.2%
島根県 157 61 38.9% 豊田市 11 6 54.5%
岡山県 127 40 31.5% 岡崎市 24 11 45.8%
広島県 142 62 43.7% 大津市 37 16 43.2%
山口県 115 33 28.7% 高槻市 26 6 23.1%
徳島県 94 42 44.7% 東大阪市 34 7 20.6%
香川県 73 33 45.2% 豊中市 22 5 22.7%
愛媛県 83 39 47.0% 姫路市 46 15 32.6%
高知県 35 17 48.6% 西宮市 32 10 31.3%
福岡県 399 173 43.4% 尼崎市 27 7 25.9%
佐賀県 124 36 29.0% 奈良市 29 11 37.9%
長崎県 203 58 28.6% 和歌山市 34 5 14.7%
熊本県 263 79 30.0% 倉敷市 30 20 66.7%
大分県 152 48 31.6% 福山市 68 12 17.6%
宮崎県 140 67 47.9% 下関市 27 12 44.4%
鹿児島県 262 135 51.5% 高松市 37 14 37.8%
沖縄県 220 79 35.9% 松山市 38 19 50.0%
小計 9,003 3,519 39.1% 高知市 24 3 12.5%

久留米市 56 44 78.6%
◆指定都市所管 長崎市 80 25 31.3%
札幌市 112 47 42.0% 大分市 40 11 27.5%
仙台市 52 25 48.1% 宮崎市 57 25 43.9%
さいたま市 56 21 37.5% 鹿児島市 83 50 60.2%
千葉市 45 11 24.4% 小計 1,472 516 35.1%
横浜市 191 77 40.3%
川崎市 48 15 31.3% 合計 12,672 4,876 38.5%

ホームページでの財務諸表の公開状況（都道府県別：平成25年7月末時点）
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社
会
福
祉
法
人
の
財
務
諸
表
の
公
表
に
関
す
る
対
応
方
針

①
閲
覧
請
求
等
の
条
件
を
見
直
し
た
上
で
、
社
会
福
祉
法
人
に
対
し
財
務
諸
表
を
電
子
デ
ー
タ
化
し
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
公
表
す
る
こ

と
を
義
務
化
（制
度
改
正
）。

②
社
会
福
祉
法
人
に
対
し
所
轄
庁
へ
の
現
況
報
告
書
（
付
属
資
料
で
あ
る
財
務
諸
表
を
含
む
。
）の
提
出
を
電
子
デ
ー
タ
で
行
わ
せ
る
こ
と
を

義
務
化
（様
式
例
及
び
審
査
基
準
の
改
正
）。

③
全
て
の
社
会
福
祉
法
人
に
お
け
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
の
財
務
諸
表
の
公
表
の
完
全
実
施
ま
で
の
間
は
、
①
に
よ
っ
て
義
務
化
さ
れ
た
場
合
で

あ
っ
て
も
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
が
存
在
し
な
い
法
人
や
未
公
表
法
人
が
存
在
す
る
こ
と
も
想
定
さ
れ
る
た
め
、
②
に
よ
り
所
轄
庁
に
提
出
さ
れ
た
電
子

デ
ー
タ
化
さ
れ
た
当
該
法
人
の
財
務
諸
表
を
、
所
轄
庁
の
Ｈ
Ｐ
で
公
表
す
る
。

対
応
方
針

社
会
福
祉
法
人

所
轄
庁

提
出

電
子
デ
ー
タ
に
よ
る

提
出

Ｈ
Ｐ
公
表

Ｈ
Ｐ
公
表

Ｈ
Ｐ
が
な
い
法
人
等

○
社
会
福
祉
法
人
は
、
地
方
公
共
団
体
に
代
わ
っ
て
社
会
福
祉
事
業
を
実
施
し
て
い
る
側
面
も
あ
り
、
補
助
金
等
が
交
付
さ
れ
、

税
制
優
遇
も
受
け
る
公
益
性
の
高
い
法
人
で
あ
り
、
国
民
に
対
し
て
経
営
状
態
を
公
表
し
、
経
営
の
透
明
性
を
確
保
し
て
い
く
こ

と
は
、
そ
の
責
務
で
あ
る
。

○
ま
た
、
社
会
福
祉
法
人
の
情
報
は
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
を
希
望
す
る
者
に
と
っ
て
、
サ
ー
ビ
ス
を
選
択
す
る
上
で
重
要
な

判
断
材
料
と
な
る
。

○
こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
社
会
福
祉
法
人
の
財
務
諸
表
の
公
表
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
方
針
で
対
応
す
る
予
定
。

趣
旨
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福
祉
・
介
護
人
材
確
保
緊
急
支
援
事
業

○
福
祉
・
介
護
分
野
に
つ
い
て
は
、
介
護
職
員
が
、
２
０
１
２
年
度
１
４
９
万
人
に
対
し
て
２
０
１
５
年
度
ま
で
に
１
６
５
～
１
７
３
万
人
必
要
と
さ
れ
て
お
り
、
ま
た
２
０

２
５
年
度
に
は
更
に
１
０
０
万
人
必
要
と
推
計
さ
れ
て
い
る
。

○
ま
た
、
現
行
の
介
護
分
野
の
有
効
求
人
倍
率
は
、
全
産
業
と
比
較
し
て
高
い
傾
向
が
あ
り
、
今
後
も
こ
の
傾
向
が
維
持
さ
れ
る
可
能
性
が
高
い
た
め
、
引
き

続
き
安
定
的
な
人
材
確
保
が
喫
緊
の
課
題
。

○
さ
ら
に
「
社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
」
報
告
書
（
２
５
年
８
月
６
日
）
に
お
い
て
も
、
地
域
包
括
ケ
ア
を
支
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
確
保
に
は
介
護
職
員
等
の
人

材
確
保
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

○
よ
っ
て
、
緊
急
雇
用
創
出
事
業
臨
時
特
例
交
付
金
に
基
づ
く
基
金
事
業
に
お
い
て
、
引
き
続
き
当
該
事
業
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
所
要
額
の
積
み
増
し
を
行

い
、
福
祉
・
介
護
人
材
確
保
の
一
層
の
推
進
を
図
る
も
の
で
あ
る
。

代
替
要
員

・
潜
在
的
有
資
格
者
等
の
再
就
業
促
進

子
育
て
等
の
た
め
離
職
し
た
潜
在
的
有
資
格
者
が
知
識
や
技
術
を

再
確
認
す
る
た
め
の
研
修
経
費
や
他
分
野
か
ら
の
離
職
者
の
福
祉
・

介
護
分
野
へ
の
就
業
支
援
の
た
め
の
職
場
体
験
経
費
等

（
実
施
主
体
：
都
道
府
県
、
都
道
府
県
が
適
当
と
認
め
る
団
体
）

新
た
な
雇
用
の
創
出

求
人

研
修

求 職

将
来
の
人
材
の
掘
り
起
こ
し

潜
在
的
な
人
材
の
掘

り
起
こ
し

・
介
護
福
祉
士
試
験
の
実
務
者
研
修
に
係
る
代
替
要
員
の
確
保

介
護
従
事
者
が
介
護
福
祉
士
試
験
の
受
験
資
格
の
要
件
と
な
る
「
実
務
者
研
修
」
を
受
講
す
る
際
に
必
要
な
代
替
要
員
を

雇
い
あ
げ
る
た
め
の
費
用
を
補
助
（
実
施
主
体
：
都
道
府
県
、
都
道
府
県
が
適
当
と
認
め
る
団
体
）

福
祉
・
介
護
人
材
マ
ッ
チ
ン
グ
機
能
強
化

求
人
事
業
所
と
求
職
者
間
双
方
の
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
把
握
し
、

円
滑
な
人
材
参
入
・
定
着
を
支
援
す
る
た
め
、
都
道
府
県
福

祉
人
材
セ
ン
タ
ー
に
配
置
し
た
専
門
員
の
賃
金
及
び
活
動
経

費
等
（
実
施
主
体
：
都
道
府
県
、
福
祉
人
材
セ
ン
タ
ー
）

・
福
祉
・
介
護
人
材
の
参
入
促
進

相
談
員
に
よ
る
中
高
生
や
そ
の
保
護
者
、

進
路
指
導
担
当
教
員
等
を
対
象
に
し
た

進
路
相
談
等
の
活
動
経
費
や
職
場
体

験
や
セ
ミ
ナ
ー
開
催
費
等

（
実
施
主
体
：
都
道
府
県
、
都
道
府
県
が

適
当
と
認
め
る
団
体
）

事
業
所

補 助
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
・
ス
キ
ル

ア
ッ
プ

平
成
２
５
年
度
補
正
予
算
：
５
２
０
億
円
の
内
数
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①
京
都
府
に
お
け
る
介
護
人
材
確
保
・
定
着
に
向
け
た
取
組

京
都
府
の
取
組

Ⅰ
福
祉
人
材
育
成
認
証
制
度
の
普
及
・
推
進

Ⅱ
３
年
間
（
平
成
2
4
年
度
～
平
成
26
年
度
）で
新
た
に
福
祉
人
材
6,
00
0
人
の
確
保
及
び
定
着
を
推
進

Ⅲ
府
北
部
地
域
で
の
福
祉
人
材
確
保
（３
年
間
で
90
0人
）

○
「
き
ょ
う
と
介
護
・福
祉
ジ
ョ
ブ
ネ
ッ
ト
」
の
構
築
。

・
介
護
現
場
の
職
員
、
関
係
団
体
、
職
能
団
体
が
参
集
し
意
見
を
交
わ
す
人
材
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
お
い
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー

ム
や
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
を
設
置
し
、
人
材
確
保
・定
着
に
向
け
た
事
業
や
大
学
等
と
連
携
し
た
取
組
を
実
施
。

き
ょ
う
と
介
護
・
福
祉
ジ
ョ
ブ
ネ
ッ
ト
の
構
成

参
画
団
体
連
絡
会

「
福
祉
人
材
確
保
に
関
す
る
こ
と
の

連
絡
・
情
報
共
有
」

●
メ
ン
バ
ー

参
画
団
体
（
広
く
呼
び
か
け
）

●
会
議
隔
月
開
催

●
内
容
・
Ｗ
Ｇ
等
活
動
報
告

・
参
画
団
体
活
動
報
告

・
事
業
協
力
依
頼

（
ジ
ョ
ブ
ネ
ッ
ト
企
画
事
業
、

参
画
団
体
主
催
事
業
）

・
団
体
か
ら
の
提
案

人
材
確
保
Ｗ
Ｇ

●
メ
ン
バ
ー

２
０
名
程
度

●
会
議

月
１
回
程
度

北
部
連
絡
会

地
域
で
の
情
報
共
有

（
市
町
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
、
北
部
サ
テ
ラ
イ
ト
、
北
部
看
護
職
支
援
セ
ン
タ
ー
等
）

府
内
介
護
・
福
祉
事
業
所

幹
事
会
（
年
２
回
程
度
）

「
福
祉
人
材
確
保
に
係
る
方
向
性
確
認
・
方
針
決
定
」

人 材 確 保 ・ 定 着 チ ー ム

「 中 途 人 材 の 確 保 ・ 定 着 」

仕 事 理 解 促 進 チ ー ム

「 業 界 に よ る 魅 力 発 信 シ ス テ

ム の 構 築 」

大
学
等
連
携
Ｐ
Ｔ

●
メ
ン
バ
ー

１
０
名
程
度

●
会
議
月
１
回
程
度

「
養
成
校
・
現
場
一
体

型
人
材
養
成
」

「
人
材
育
成
認
証
制

度
の
構
築
」

看
護
職
確
保
Ｐ
Ｔ

●
メ
ン
バ
ー

１
０
名
程
度

●
会
議
月
１
回
程
度

「
潜
在
看
護
職
の
早

期
復
帰
シ
ス
テ
ム
」

「
福
祉
現
場
看
護
の

理
解
促
進
」

北
部
人
材
確
保
Ｗ
Ｇ

●
メ
ン
バ
ー

１
１
名

●
会
議

月
１
回
程
度

「
現
任
職
員
及
び
若
者
誘
致
に
係

る
基
盤
整
備
」

「
魅
力
発
信
・
理
解
促
進
事
業
の

実
施
」

方
針

報
告

情
報
提
供
・
協
力
依
頼

連
絡
・
調
整
・

協
力
依
頼

団
体
会
議
・
Ｈ
Ｐ
・
メ
ル
マ
ガ
等

で
情
報
共
有
、
協
力
依
頼

都
道
府
県
に
よ
る
取
組
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②
広
島
県
に
お
け
る
介
護
人
材
確
保
・
定
着
に
向
け
た
取
組

第
５
期
ひ
ろ
し
ま
高
齢
者
プ
ラ
ン

・
質
の
高
い
人
材
育
成
・
確
保
に
向
け
た
事
業
者
、
関
係
団
体
等
の
主
体
的
な
取
組
を
促
し
、
総
合
的
に
支
援

保
険
者
や
事
業
者
等
の
主
体
的
な
取
組
を
促
進
す
る
た
め
協
議
会
を
設
置

広
島
県
福
祉
・
介
護
人
材
確
保
等
総
合
支
援
協
議
会
※
運
営
は
広
島
県
社
協
、
運
営
経
費
は
広
島
県
の
負
担

【
構
成
員
】
※
以
下
の
よ
う
に
行
政
や
職
能
団
体
、
事
業
者
団
体
な
ど
で
構
成

広
島
県
、
広
島
労
働
局
、
広
島
県
社
会
福
祉
協
議
会
、
広
島
県
看
護
協
会
、
広
島
県
介
護
福
祉
士
会
、
広
島
県
社
会
福
祉
士
会
、
日
本
介
護
福
祉
士
養
成
施
設
協
会
、
日
本
社
会
福

祉
教
育
学
校
連
盟
、
日
本
社
会
福
祉
士
養
成
校
協
会
、
介
護
労
働
安
定
セ
ン
タ
ー
、
広
島
県
社
会
福
祉
施
設
経
営
者
協
議
会
、
広
島
県
老
人
福
祉
施
設
連
盟
、
広
島
県
老
人
保
健
施

設
協
議
会
、
広
島
県
身
体
障
害
者
施
設
協
議
会
、
広
島
県
知
的
障
害
者
福
祉
協
会
、
広
島
県
訪
問
介
護
事
業
連
絡
協
議
会
、
広
島
県
生
活
協
同
組
合
連
合
会
、
広
島
県
教
育
委
員
会
、

（
広
島
県
市
長
会
、
広
島
県
町
村
会
：
平
成
２
５
年
度
参
画
予
定
）

【
情
報
提
供
・啓
発
部
会
】

○
社
会
的
認
知
の
確
立
や
中
・
高
校
生

の
理
解
促
進
に
向
け
た
情
報
提
供
や
啓

発

【
人
材
確
保
・育
成
部
会
】

○
福
祉
介
護
人
材
の
安
定
的
確
保
に
向

け
た
体
制
の
整
備

○
従
事
者
全
体
の
知
識
・
技
術
の
底
上

げ
と
高
度
な
資
質
を
有
す
る
人
材
の
育
成

【
就
業
環
境
改
善
部
会
】

○
福
祉
・
介
護
事
業
所
に
お
け
る
就
業

環
境
改
善
の
推
進

広
島
県
に
お
け
る
ビ
ジ
ョ
ン
の
共
有
⇒
利
用
者
・従
事
者
に
と
っ
て
の
「魅
力
あ
る
環
境
づ
く
り
」

【
情
報
提
供
・
啓
発
に
関
す
る
取
組
】

○
小
学
校
、
中
学
校
、
高
等
学
校
へ
の
介
護
職
の

実
態
を
描
写
し
た
図
書
（
コ
ミ
ッ
ク
）
の
寄
贈

○
「
介
護
の
日
フ
ェ
ス
タ

in
広
島
」
の
実
施
，
「
介
護

の
日
」
ポ
ス
タ
ー
募
集

○
職
業
の
選
択
肢
と
し
て
の
動
機
付
け
の
た
め
、

学
生
等
へ
の
施
設
見
学
＆
体
験
バ
ス
ツ
ア
ー
の

実
施

等

【
人
材
確
保
・
育
成
に
関
す
る
取
組
】

○
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
を
提
供
す
る
た
め
、
合
同

求
人
説
明
会
や
合
同
就
職
相
談
会
を
開
催

○
介
護
職
の
就
業
体
験
の
実
施

○
新
人
教
育
を
充
実
さ
せ
る
た
め
の
新
任
職

員
教
育
担
当
者
研
修
の
実
施

○
事
業
所
選
択
眼
養
成
講
座
や
人
材
確
保

能
力
向
上
研
修
の
開
催

等

【
就
業
環
境
の
改
善
に
関
す
る
取
組
】

○
自
己
点
検
ツ
ー
ル
の
提
供
に
よ
る
人
材
の

確
保
・
定
着
に
向
け
た
就
業
環
境
改
善
等
の

取
組
の
促
進

○
就
業
環
境
改
善
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
に

よ
る
改
革
・
発
展
に
向
け
た
機
運
醸
成
と
意

識
改
革
の
促
進
等
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③
埼
玉
県
に
お
け
る
介
護
人
材
の
確
保
・
定
着
に
向
け
た
取
組
（
平
成
2
5
年
度
か
ら
）

介
護
職
員
し
っ
か
り
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
の
設
置

埼
玉
県
庁

埼
玉
県
老
人
福
祉
施
設
協
議
会

埼
玉
県
介
護
老
人
保
健
施
設
協
会

埼
玉
県
在
宅
福
祉
事
業
者
連
絡
協
議
会

埼
玉
県
認
知
症
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
小
規
模
多
機
能
協
議
会

埼
玉
県
社
会
福
祉
協
議
会

介
護
人
材
の
確
保
・
定
着
に
向
け
た
取
組
方
針

○
介
護
職
の
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ

○
魅
力
あ
る
職
場
づ
く
り
の
促
進

○
介
護
職
員
の
給
与
ア
ッ
プ

・
新
た
に
介
護
職
員
と
な
っ
た
方
を
知
事
が
激
励

・
知
事
メ
ッ
セ
ー
ジ
の
交
付
や

記
念
講
演
を
実
施

・
平
成
２
５
年
度
は
２
６
２
事
業
所
か
ら

約
８
０
０
人
が
参
加

介
護
職
員
合
同
入
職
式
の
実
施

介
護
職
員
給
与
改
善
の
取
組

・
経
験
や
資
格
に
応
じ
た
モ
デ
ル
給
与
表
を

作
成
し
事
業
所
に
給
与
改
善
の
働
き
か
け

・
給
与
水
準
が
低
い
事
業
所
に
公
認
会
計

士
を
派
遣
し
、
個
別
指
導
を
実
施

介
護
職
員
し
っ
か
り
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

表
彰
の
実
施

・
離
職
率
が
低
い
事
業
所
や
資
格
取
得

に
積
極
的
な
事
業
所
等
を
表
彰

・
優
れ
た
処
遇
を
行
っ
た
介
護
職
員
や

事
業
所
を
表
彰

魅
力
あ
る
取
組
の
情
報
発
信

・
県
や
各
団
体
の
H
P
等
⇒
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
P
R
、
表
彰
対
象
事
業
所
の
取
組
紹
介
、
介
護
職
員
か
ら
の
ビ
デ
オ
メ
ッ
セ
ー
ジ
な
ど
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④
静
岡
県
に
お
け
る
介
護
人
材
の
確
保
・
定
着
に
向
け
た
取
組
（
平
成
2
5
年
度
か
ら
）

県

政
令
市
・
市
町

団
体

介
護
事
業
所
（
3
,6
0
0
箇
所
）

・
実
地
指
導
（
２
年
に
１
回
）

・
集
団
指
導
（
毎
年
実
施
）

・
事
業
所
の
指
定
申
請
時

・
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載

・
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
制
度
導
入
セ
ミ

ナ
ー
の
開
催

①
実
地
指
導

②
集
団
指
導
（
毎
年
実
施
）

③
施
設
の
指
定
申
請
時

①
会
員
へ
県
の
取
組
を
周
知

②
会
員
へ
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
制
度

導
入
の
取
組
を
依
頼

静
岡
県
老
人
福
祉
施
設
協
議
会

静
岡
県
社
会
福
祉
法
人
経
営
者
協
議
会

要
請

連
携

協
働

キ
ャ
リ
ア
パ
ス

制
度
導
入
支
援

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
制
度
導
入
→
賃
金
向
上

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
制
度
導
入

支
援

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
制
度
導
入

支
援

○
介
護
人
材
の
確
保
対
策
の
一
環
と
し
て
、
介
護
職
員
の
賃
金
水
準
の
向
上
を
図
り
、
介
護
職
員
が
長
く
働
き
や
す
い
環
境
を

つ
く
る
た
め
、
各
事
業
所
に
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
制
度
の
導
入
を
支
援
す
る
取
組
を
実
施
。

＜
背
景
＞

・
県
内
の
有
効
求
人
倍
率
は
、
平
成
25
年
３
月
現
在
、
全
産
業
で
は
0.
78
倍
だ
が
、
介
護
分
野
は
2.
02
倍
と
慢
性
的
な
人
材
不
足
の
状
況
。

・
人
材
不
足
の
要
因
と
し
て
は
、
賃
金
水
準
の
低
さ
が
あ
り
、
賃
金
水
準
が
低
い
の
は
勤
続
年
数
が
短
い
こ
と
が
原
因
と
の
認
識
。

・
処
遇
改
善
加
算
は
、
全
事
業
所
の
81
.7
％
が
算
定
。
た
だ
し
、
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
の
「
要
件
Ⅰ
」
を
算
定
し
て
い
る
事
業
所
は
、

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
で
は
81
.7
％
で
あ
る
が
、
居
宅
系
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
で
は
57
.
9％
と
低
く
な
っ
て
い
る
。

○
具
体
的
な
取
組
と
し
て
は
、
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
制
度
導
入
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
や
、
実
地
指
導
等
の
際
に
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
参
考
例

（
平
成
２
４
年
度
作
成
）
を
提
示
す
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
制
度
導
入
を
促
す
。
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⑤
高
知
県
に
お
け
る
介
護
人
材
の
確
保
・
定
着
に
向
け
た
取
組

広
報

（
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
・

TV
）

○
高
知
県
で
は
、
少
子
高
齢
化
が
進
む
中
、
介
護
の
担
い
手
と
な
る
介
護
職
員
の
不
足
が
懸
念
さ
れ
る
と
い
う
問
題
意
識
の
も

と
で
、
介
護
人
材
の
確
保
・
定
着
に
向
け
た
取
組
と
し
て
、
積
極
的
な
広
報
活
動
を
展
開
し
て
い
る
。

○
具
体
的
に
は
、
福
祉
・
介
護
の
仕
事
に
つ
い
て
、
正
し
い
認
識
を
広
め
る
と
と
も
に
、
よ
り
多
く
の
若
い
世
代
に
福
祉
・
介
護
分

野
へ
の
就
業
を
選
択
し
て
も
ら
え
る
よ
う
、
福
祉
・
介
護
の
仕
事
の
魅
力
を
伝
え
る
た
め
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
作
成
し
、
県
内
の
中

学
校
、
高
校
、
専
門
学
校
等
に
配
布
す
る
な
ど
の
取
組
を
行
っ
て
い
る
。

○
高
知
県
庁
（
福
祉
部
局
・
労
働
部
局
・
教
育
委
員
会
）
、
高
知
労
働
局
、
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
、
介
護
労
働
安
定
セ
ン
タ
ー
、
福
祉
人
材
セ
ン
タ
ー
、
看
護
協
会
、
介
護
福
祉

士
会
、
老
人
福
祉
施
設
協
議
会
ほ
か
事
業
主
団
体
、
専
門
学
校
な
ど
が
参
加
。

○
人
材
確
保
に
関
す
る
取
組
の
情
報
共
有
の
場
と
し
て
、
協
議
会
を
設
置
。

※
年
２
回
開
催
（
県
庁
と
労
働
局
が
事
務
局
と
な
り
、
各
１
回
ず
つ
主
催
）

協
議
会
の
設
置

（
高
知
県
福
祉
・
介
護
人

材
確
保
推
進
協
議
会
）

セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

○
中
山
間
地
域
の
介
護
人
材
の
確
保
に
向
け
た
取
組
と
し
て
、
中
高
生
や
保
護
者
、

福
祉
の
仕
事
に
興
味
の
あ
る
一
般
の
方
を
対
象
に
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
。

※
平
成
２
５
年
度
か
ら
の
新
規
事
業
と
し
て
実
施

○
セ
ミ
ナ
ー
で
は
、
希
望
者
に
対
し
て
施
設
見
学
や
介
護
体
験
な
ど
を
実
施

【
漫
画
を
活
用
し
た

PR
広
報
】

○
く
さ
か
里
樹
さ
ん
（
高
知
県
出
身
）
の
漫
画
「
ヘ
ル
プ
マ
ン
」
の
イ
ラ
ス
ト
を
使
用
し
た

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
７
万
部
作
成
し
、
県
内
の
中
学
校
・
高
校
・
専
門
学
校
に
配
布
。

【
テ
レ
ビ
を
活
用
し
た

PR
広
報
】

○
毎
週
月
曜
日
に
３
分
間
程
度
の
番
組
枠
の
中
で
、
県
内
で
介
護
の
仕
事
に
従
事

し
て
い
る
若
者
を
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
し
、
介
護
の
仕
事
の
魅
力
を

PR
し
て
い
る
。
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職 地 発 0 2 0 6 第 1 号 

平 成 2 6年 ２ 月 ６ 日 

 

各都道府県雇用対策担当部（局）長 殿 

 

 

                           厚生労働省職業安定局 

 地 域 雇 用 対 策 室 長 

 

 

緊急雇用創出事業の拡充等について 

 

 

  平素より、職業安定行政へ御理解御協力を賜りまして感謝申し上げます。 

  全国の雇用情勢の改善が進んでいるものの、一部に厳しさがみられる中、本日、緊急

雇用創出事業の拡充（地域人づくり事業の創設：1,020億円、事業復興型雇用事業の拡

充：448億円、震災等緊急雇用対応事業の実施期間の延長）等を内容とする平成25年度

第１次補正予算が成立しました。 

  これを受け、同事業を実施するため、新たな事業の創設等を内容とする交付要綱、実

施要領及び関連通知の発出並びに交付基準額の内示等を行ったところです。 

  つきましては、下記に留意の上、早期からの積極的かつ効果的な事業運営をお願いい

たします。 

   

記 

 

１ 地域人づくり事業の創設について 

（１）事業の概要 

地域経済を活性化し、「日本再興戦略」による経済成長を確実なものとするため

に、地域において、産業や社会情勢等の実情に応じた多様な「人づくり」により、

若者や女性、高齢者等の潜在力を引き出し、雇用の拡大を通じて「全員参加」を可

能とする環境を整備する（「雇用拡大プロセス」）とともに、賃金の上昇や、家計

所得の増大等処遇改善に向けた取組を推進（「処遇改善プロセス」）する。 

（２）実施期間 

        事業実施期間は、平成 26 年度末までとする。ただし、平成 26 年度末までに開始

した事業については、平成 27 年度末までの実施を可能とする。 

（３）対象地域 

対象地域は、全都道府県とする。 

都道府県において、「人づくり」を必要とする地域を指定し、域内の一部の地域
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を事業実施地域として定めることも可能とする。 

（４）事業委託先 

       民間企業、ＮＰＯ法人、その他の法人又は法人以外の団体等。 

（５）その他 

プロセスごとの目標の達成状況、事業効果を把握する必要があることから、必

要に応じて都道府県に対して報告を求める予定であるので、あらかじめ認識い

ただきたいこと。 

 

２ 事業復興型雇用創出事業の拡充等について 

（１）実施期間 

事業の実施期間について、青森県、岩手県、宮城県、福島県及び茨城県の災害

救助法適用地域に限り、平成 26 年度末までに開始した事業について３年間支援

（平成 29 年度末まで）とする。 

（２）対象となる失業者 

今般の措置による事業復興型雇用創出事業の対象となる失業者は、青森県、岩

手県、宮城県、福島県及び茨城県内の災害救助法適用地域に所在する事業所を離

職した失業者又は当該地域に居住していた求職者とする。 

（３）その他 

事業復興型雇用創出助成金は、「東日本大震災からの復興施策に関連する（中

略）事業であって、（中略）将来的に地域の雇用創出の中核となることが期待さ

れるものを実施する被災地域の事業所に対し支給するもの」である（事業復興型

雇用創出事業実施要領（以下「事業復興型実施要領」という。）２「助成対象事

業所」）。 

このため、事業復興型実施要領２(2)に該当する事業として、各自治体が決定す

る産業政策については、東日本大震災からの復興施策に関連する政策であること

に加えて、高い雇用創出効果が期待されることが必要である。 

例えば、 

①   単なる経営相談の活用や商談会、セミナーへの参加に過ぎない場合は、当該

事業が産業政策として実施しているものであっても、本助成金の対象となる産

業政策として適当ではない。 

②  産業政策による支援の前に既に雇い入れているなど産業政策の支援と雇い入

れとの間に関連の薄いものなどは適当ではない。 

なお、上記に従い、対象となる産業政策の見直しを行う場合、見直し後の産業

政策の適用については、支給申請に係る雇用者の最初の雇入れ日が平成２６年７

月１日以降のものとして差し支えない。 

 

３ 震災等緊急雇用対応事業の延長等について 

（１）事業期間の延長 
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事業実施期間について、青森県、岩手県、宮城県、福島県及び茨城県の災害救

助法適用地域に限り、平成 26 年度末まで（平成 26 年度末までに開始した事業に

ついては平成 27 年度末まで）延長する。 

（２）対象となる失業者 

今般の措置による震災等緊急雇用対応事業の対象となる失業者は、青森県、岩

手県、宮城県、福島県及び茨城県内の災害救助法適用地域に所在する事業所を離

職した失業者又は当該地域に居住していた求職者とする。 

 

４ その他留意点 

（１） 緊急雇用創出基金事業等は、各地域の社会経済情勢に応じ、失業者の雇用の場

を確保し、生活の安定を図るための事業及び家計所得の増大等在職者の処遇改善

に向けた取組を推進することから、個別事業実施の適否に係る判断は、一義的に

は当該地域における雇用対策や人づくりの必要性及び効率性や、事業実施に係る

効果等から判断されるべきである。このため、各都道府県雇用担当部局におかれ

ては、このような観点から個別の事業の必要性を判断することが必要であり、単

に本事業の実施要件に形式的に適合することのみをもって、他の行政分野の需要

を満たす事業を実施するのではなく、真に必要な事業が実施されるようチェック

する機能を担っていただきたいこと。 

（２） 緊急雇用創出基金事業等では、事業の実施に際し、障害者、未就職卒業者その

他就職が困難な者等に対し、雇用・就業機会が提供されるよう配慮することとし

ており、この趣旨を改めて徹底していただきたいこと。 

また、震災等緊急雇用対応事業の実施地域が被災地域となる一方で、こうした

地域からの避難者は依然として全国の都道府県に存在することから、特に被災地

域以外において、地域人づくりを実施するに当たっては、被災求職者に優先的に

雇用・就業機会が提供されるよう配慮していただきたいこと。 

（３） 地域人づくり事業については、各都道府県から提示された執行可能な必要額に

基づき交付基準額を内示していることから、交付額については、確実に早期執行

していただきたいこと。 

 

５ 交付基準額の交付決定等について 

（１）交付申請 

都道府県からの交付申請に基づいて速やかに交付決定をするものであること。な

お、交付申請時期については、追って通知すること。 

（２）交付決定について 

平成 25 年度補正予算につき、今年度内の交付及び基金化を原則とするものであ

ること。なお、特段の理由により交付時期を平成 26 年度に繰り越す場合、これを

可能とするが、原則は前述のとおりであること。 
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６ 今後の流れについて（現時点で想定し得るもの） 

（１）交付基準額の内示、交付要綱、実施要領の発出 

（２）都道府県議会における補正予算の審議、成立［都道府県］（可能な限り早期に） 

（３）交付申請［都道府県］（原則平成 25 年度中） 

（４）交付決定（原則平成 25 年度中） 

（５）基金積み増し［都道府県］（原則平成 25 年度中） 
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地
域
人
づ
く
り
事
業
の
概
要

○
地
域
経
済
を
活
性
化
し
、
「日
本
再
興
戦
略
」
に
よ
る
経
済
成
長
を
確
実
な
も
の
と
す
る
た
め
に
、
地
域
に
お
い
て
、
産
業
や
社
会
情
勢
等
の
実

情
に
応
じ
た
多
様
な
「人
づ
く
り
」
に
よ
り
、
若
者
や
女
性
、
高
齢
者
等
の
潜
在
力
を
引
き
出
し
、
雇
用
の
拡
大
な
ど
「
全
員
参
加
」を
可
能
と
す
る
環

境
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
賃
金
の
上
昇
や
、
家
計
所
得
の
増
大
等
処
遇
改
善
に
向
け
た
取
組
を
推
進
。

趣
旨

概
要

求
職
者
・
一
部
の
在
職
者

厚
生
労
働
省

民
間
企
業
、
各
種
団
体
等

全
都
道
府
県

基
金

事
業
計
画
・

目
標
設
定

交
付
金
の
交
付

支
援
策
の
実
施 雇
入
れ
の
場
合
の
マ
ッ
チ
ン
グ
等

事
業
を
民
間
委
託

○
都
道
府
県
に
造
成
し
て
い
る
基
金
を
積
み
増
し
、
「
地
域
人
づ
く
り
事
業
」
を
創
設
し
、
民
間
企
業
等
の
活
力
を
用
い
、
雇
用
の
拡
大
及
び
処
遇

の
改
善
に
取
り
組
む
。

事
業
ス
キ
ー
ム

○
事
業
期
間
は
、
事
業
開
始
（
平
成

25
年
度
補
正
予
算
成
立
）
か
ら
、
平
成

26
年
度
末
ま
で
。

（
た
だ
し
、
平
成

26
年
度
ま
で
に
開
始
し
た
事
業
は
平
成

27
年
度
末
ま
で
。
）

○
都
道
府
県
は
、
予
め
雇
用
拡
大
及
び
処
遇
改
善
に
関
す
る
事
業
の
到
達
目
標
を
立
て
、
そ
の
進
捗

を
管
理
す
る
こ
と
が
必
要
。

市
町
村

補
助

事
業
を
民
間
委
託

地
域
の
多
様
な
「
人
づ
く
り
」
を
通
じ
た

雇
用
拡
大
・
賃
上
げ
促
進

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

事
業
内
容

雇
用

拡
大

プ
ロ

セ
ス

・
・・

失
業

者
（
無

業
者

）
の

就
職

に
向

け
た

支
援

（
例

）

【雇
入

れ
を

伴
う
も

の
】

①
未

就
職

卒
業

者
・出

産
に

よ
り
離

職
し

た
女

性
を

雇
い

入
れ

て
の

座
学

研
修

・企
業

実
習

／
②

高
齢

者
等

を
雇

い
入

れ
て

の
介

護
補

助
事

業
等

（
支

弁
費

用
）
人

件
費

、
研

修
費

、
企

業
実

習
受

入
経

費

【雇
入

れ
を

伴
わ

な
い

も
の

】
③

人
手

不
足

分
野

の
ミ
ス

マ
ッ

チ
解

消
の

た
め

の
合

同
採

用
説

明
会

／
④

中
小

企
業

の
情

報
発

信
／

⑤
地

域
の

実
情

に
応

じ
た

就
職

支
援

セ
ミ
ナ

ー
⑥

生
涯

現
役

社
会

実
現

に
向

け
た

高
齢

者
就

業
機

会
の

掘
り
起

こ
し

と
マ

ッ
チ

ン
グ

等
（
支

弁
費

用
）
説

明
会

経
費

、
情

報
発

信
費

、
セ

ミ
ナ

ー
経

費
等

地
域

の
ニ

ー
ズ

に
応

じ
て

、
以

下
の

雇
用

対
策

事
業

を
計

画
・
実

施
。
受

託
事

業
主

は
、
予

め
計

画
を

立
て

て
取

り
組

む
こ

と
が

必
要

。

（
例

）

①
【定

着
支

援
】

に
向

け
た

メ
ン

タ
ル

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

（若
手

社
員

向
け

）・
雇

用
管

理
研

修
（管

理
者

向
け

）
／

②
非

正
規

雇
用

労
働

者
の

【正
社

員
化

】
に

向
け

た
生

産
性

拡
大

に
関

す
る

コ
ン

サ
ル

テ
ィ
ン

グ
／

③
【賃

金
上

昇
】

を
目

的
と

し
た

、
海

外
販

路
拡

大
・

グ
ロ

ー
バ

ル
人

材
育

成
の

た
め

の
国

内
外

派
遣

等
（
支

弁
費

用
）
研

修
費

（
講

師
謝

金
、
ア

ド
バ

イ
ス

費
用

）
等

処
遇

改
善

プ
ロ

セ
ス

・・
・在

職
者

に
対

す
る

処
遇

改
善

に
向

け
た

支
援

※
 実

施
都

道
府

県
は

、
両

プ
ロ

セ
ス

の
実

施
が

必
要

。

平
成
2
5
年
度
補
正
予
算

1
,0
2
0
億
円
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雇
用
拡
大
プ
ロ
セ
ス
の
例

（
概
要
）

介
護
事
業
所
が
地
域
の
若
年
者
等
の
無
業
者
を
、
有
期
雇
用
契
約
に
て
雇
入
れ
、
業
務
に
従
事
さ
せ
な
が
ら

訓
練
を
受
講
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
能
力
を
高
め
、
正
規
雇
用
に
つ
な
げ
る
。

（
効
果
）

介
護
人
材
確
保
、
育
成

（
委
託
先
の
イ
メ
ー
ジ
）

・
人
材
確
保
や
人
材
育
成
に
取
り
組
む
介
護
施
設

介
護
人
材
確
保
支
援
事
業

（
例
）
介
護
人
材
不
足
対

策
を
実
施
し
た
い

介
護
施
設

訓
練
実
施
機
関

雇
用

（
有
期
雇
用
）

介
護
人
材
の
確
保
、

育
成
を
委
託

委
託

働
き
な
が
ら

訓
練

事
業
実
施
計
画

（
事
業
目
標
含
）

の
提
出

介
護
人
材
確
保
、
育
成

正
規
雇
用
化

若
年
者

等

新
規
就
職
者
○
○
人

（
う
ち
正
規
雇
用
化
○
○
人
）

事
業

目
標

県
又
は

市
町
村

※
本
資
料
は
あ
く
ま
で
想
定
し
得
る
事
業
の
イ
メ
ー
ジ
を
示
し
た
も
の
で
す
。
実
際
に
実
施
さ
れ
る
事
業
は
、
各
自
治
体
に
よ
り
異
な
り
ま

す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

※
本
事
業
例
を
参
考
に
事
業
を
実
施
す
る
場
合
で
も
、
実
施
要
領
等
で
示
し
た
要
件
に
合
致
し
な
い
事
業
は
実
施
で
き
ま
せ
ん
の
で
、

ご
注
意
く
だ
さ
い
。
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処
遇
改
善
プ
ロ
セ
ス
の
例

（
概
要
）

介
護
業
界
に
お
け
る
賃
上
げ
等
処
遇
改
善
の
取
組
を
推
進
す
る
た
め
、
介
護
事
業
団
体
等
が
、
介
護
事
業
主
を
対
象
に
、

中
小
企
業
診
断
士
等
の
専
門
家
に
よ
る
雇
用
管
理
等
の
相
談
援
助
を
実
施
す
る
。

（
効
果
）

・
介
護
業
界
に
お
け
る
若
者
等
の
離
職
防
止

（
委
託
先
の
イ
メ
ー
ジ
）

・
介
護
事
業
団
体
、
労
務
管
理
を
専
門
に
扱
う
団
体
等

介
護
業
雇
用
管
理
等
相
談
援
助
事
業

介
護
事
業
主
に
対
す
る

雇
用
管
理
等
の
相
談
援

助
業
務
を
委
託

地
域
の
介
護
事
業
主
の
早

期
離
職
防
止
・
定
着
率
向
上

事
業
実
施
計
画

（
事
業
目
標
含
）

の
提
出

○
処
遇
改
善
ア
ド
バ
イ
ス

○
生
産
性
向
上
コ
ン
サ
ル

テ
ィ
ン
グ

○
そ
の
他
労
務
管
理
相
談

委
託

（
例
）
定
着
率
に
問
題
の

あ
る
介
護
業
界
の
処

遇
改
善
に
取
り
組
み

た
い

介
護
事
業
団
体

支
援

介
護
事
業
主

若
年
者
の
定
着

率
○
○
％
向
上

事
業

目
標

県
又
は

市
町
村

※
本
資
料
は
あ
く
ま
で
想
定
し
得
る
事
業
の
イ
メ
ー
ジ
を
示
し
た
も
の
で
す
。
実
際
に
実
施
さ
れ
る
事
業
は
、
各
自
治
体
に
よ
り
異
な
り
ま

す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

※
本
事
業
例
を
参
考
に
事
業
を
実
施
す
る
場
合
で
も
、
実
施
要
領
等
で
示
し
た
要
件
に
合
致
し
な
い
事
業
は
実
施
で
き
ま
せ
ん
の
で
、

ご
注
意
く
だ
さ
い
。
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（貸
付
内
容
）

○
貸
付
額
（上
限
）

・学
費

５
万
円
(月
額
)

・入
学
準
備
金
２
０
万
円

・就
職
準
備
金
２
０
万
円

○
貸
付
利
子
：無
利
子

○
一
定
の
要
件
を
満
た
し
た
場
合
は
、

返
済
を
全
額
免
除

※
事
業
費
に
は
、
貸
付
原
資
及
び
貸
付
に
要
す
る
事
務
費
（
平
成

20
年
度
補
正
と
同
じ
）
を
含
む

○
超
高
齢
化
社
会
に
向
け
て
多
く
の
介
護
・
福
祉
人
材
の
確
保
が
喫
緊
の
課
題
。

若
い
人
材
の
福
祉
・
介
護
分
野
へ
の
参
入
を
促
進
す
る
た
め
、
介
護
福
祉
士
養
成
施
設
等
の
入
学
者
に
対
し
修
学
資
金

の
貸
付
を
行
う
介
護
福
祉
士
等
修
学
資
金
貸
付
事
業
の
実
施
に
要
す
る
貸
付
原
資
を
確
保
す
る
。

○
ま
た
、
家
庭
の
経
済
格
差
が
子
ど
も
の
教
育
格
差
に
つ
な
が
る
傾
向
が
あ
る
一
方
で
、
生
活
保
護
世
帯
の
者
が
高
等
学

校
卒
業
後
に
大
学
や
専
修
学
校
等
へ
の
進
学
を
希
望
し
た
場
合
に
、
学
費
や
生
活
費
等
を
支
援
す
る
仕
組
み
が
十
分
で
は

な
い
。

貧
困
が
親
か
ら
子
へ
連
鎖
す
る
「
貧
困
の
連
鎖
」
を
断
ち
切
り
生
活
の
安
定
に
資
す
る
資
格
の
取
得
を
支
援
す
る
た
め
、

生
活
保
護
世
帯
の
子
ど
も
が
高
等
学
校
卒
業
後
に
介
護
福
祉
士
養
成
施
設
等
へ
の
就
学
を
希
望
す
る
場
合
に
、
現
在
の
授

業
料
な
ど
の
修
学
資
金
に
加
え
て
、
在
学
中
の
生
活
費
の
一
部
を
上
乗
せ
す
る
貸
付
内
容
の
拡
充
を
行
う
。

・生
活
費

４
万
２
千
円
（月
額
）【
新
】

→
生
保
世
帯
の
子
ど
も
に
貸
与
す
る
場
合

に
上
乗
せ

〈
介
護
福
祉
士
等
修
学
資
金
貸
付
制
度
の
仕
組
み
〉

実
施
主
体

（
都
道
府
県
社
協
等
）

貸
付

生
活
保
護
世
帯
の
子
ど
も
に
貸
与
す
る
場
合
、

○
在
学
期
間
中
の
修
学
資
金
及
び
生
活
費
を
貸

付
○
在
学
中
は
、
介
護
施
設
等
で
ア
ル
バ
イ
ト
を

し
な
が
ら
就
学
す
る
こ
と
を
想
定

月
曜
日

火
曜
日

水
曜
日

木
曜
日

金
曜
日

土
曜
日

日
曜
日

1限
目

(9
:00
～
10
:30
)

2限
目

(1
0:4
0～
12
:10
)

3限
目

(1
3:1
0～
14
:40
)

4限
目

(1
4:5
0～
16
:20
)

放
課
後

授
業

ア
ル
バ
イ
ト

3時
間

ア
ル
バ
イ
ト

3時
間

ア
ル
バ
イ
ト

4時
間

（
在
学
中
の
生
活
の
イ
メ
ー
ジ
）

福
祉
･介
護
以
外

の
仕
事
に
就
職

卒
業

福
祉
･介
護
の

仕
事
に
就
職

途
中
で
福
祉
・
介
護
以
外

の
仕
事
に
転
職

返
済

福
祉
・
介
護
の
仕
事
に

5
年
間
継
続
し
て
従
事

介
護
福
祉
士
養
成
施
設

社
会
福
祉
士
養
成
施
設

在
校
生

借
り
受
け
た
修
学
資
金
の
返
済
を
全
額
免
除

介
護
福
祉
士
等
修
学
資
金
貸
付
事
業
の
拡
充

平
成
２
４
年
度
経
済
危
機
対
応
・地
域
活
性
化
予
備
費
８
１
億
円
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- 1

 -

新
 
旧
 
対
 
照
 
表
 

介
護

福
祉

士
等

修
学

資
金

の
貸

付
け
に

つ
い

て
（
案
）

（
平

成
５
年
５
月

31
日
厚

生
省
社

援
発

1
6
4
号

各
都

道
府

県
知

事
あ
て

厚
生

事
務

次
官

通
知

）
 

  

改
正

後
 

改
正

前
 

 第
４

 
貸
付
期
間
及

び
貸

付
額

 

  
１
（
略

）
 

  
２
 
貸
付
額
は
、

養
成

施
設

等
に
在

学
す

る
者

に
あ

っ
て

は
月
額

5
0,
0
0
0円

以
内
、

実
務

者
養

成
施

設
等

に
在

学
す

る
者
に

あ
っ

て
は

2
00
,
0
00
円
以

内
と

す
る

。
た
だ

し
、

養
成

施
設

等
に

在
学

す
る

学
生
に
つ
い
て
は
、
貸
し
付
け

の
初

回
に

入
学

準

備
金

と
し

て
2
0
0
,0
0
0円

以
内
を

、
最
終
回
に
就
職
準
備

金
と

し
て
2
0
0
,0
0
0円

以

内
を

そ
れ

ぞ
れ

（
貸

付
対

象
者

が
社
会

福
祉

士
短

期
養

成
施

設
等
に

在
学

す
る

者

で
あ

る
場

合
に

あ
っ

て
は

初
回

又
は
最

終
回

の
い

ず
れ

か
に

限
る
。

）
加

算
す

る

こ
と

が
で

き
る

も
の

と
す

る
。

 

ま
た

、
貸

付
申

請
時

に
生

活
保

護
受
給

世
帯

（
こ

れ
に

準
ず

る
経
済

状
況

に
あ

る
世

帯
を

含
む

。
）

の
者

で
あ

っ
て
、

養
成

施
設

等
に

入
学

し
、
在

学
す

る
者

に

つ
い

て
は

、
養

成
施

設
等

に
在

学
す
る

期
間

の
生

活
費

の
一

部
と
し

て
、

１
月

あ

た
り

、
貸

付
対

象
者

の
貸

付
申

請
時
に

お
け

る
年

齢
及

び
居

住
地
に

対
応

す
る

区

分
の

額
を

基
本

と
し

て
別

表
に

定
め
る

額
を

加
算

す
る

こ
と

が
で
き

る
も

の
と

す

る
。

な
お

、
年

齢
及

び
居

住
地

が
同
一

の
者

に
係

る
加

算
額

は
同
一

年
度

に
お

い

て
同

額
と

す
る

。
 

    

 第
４

 
貸
付
期
間
及
び
貸

付
額

 

  
１
（
略

）
 

  
２
 
貸
付
額
は
、
養
成

施
設

等
に
在

学
す

る
者

に
あ

っ
て

は
月
額

5
0,
0
0
0円

以
内

、

実
務

者
養

成
施

設
等

に
在

学
す

る
者
に

あ
っ

て
は

2
00
,
0
00
円

以
内
と

す
る

。
た

だ

し
、

養
成

施
設

等
に

在
学

す
る

学
生
に

つ
い

て
は

、
貸

し
付

け
の
初

回
に

入
学

準

備
金

と
し

て
2
0
0
,0
0
0円

以
内
を

、
最
終

回
に

就
職

準
備

金
と

し
て
2
0
0
,0
0
0円

以

内
を

そ
れ

ぞ
れ

（
貸

付
対

象
者

が
社
会

福
祉

士
短

期
養

成
施

設
等
に

在
学

す
る

者

で
あ

る
場

合
に

あ
っ

て
は

初
回

又
は
最

終
回

の
い

ず
れ

か
に

限
る
。

）
加

算
す

る

こ
と

が
で

き
る

も
の

と
す

る
。

 

ま
た

、
貸

付
申

請
時

に
生

活
保

護
受
給

世
帯

（
こ

れ
に

準
ず

る
経
済

状
況

に
あ

る
世

帯
を

含
む

。
）

の
者

で
あ

っ
て
、

養
成

施
設

等
に

入
学

し
、
在

学
す

る
者

に

つ
い

て
は

、
養
成
施

設
等

に
在

学
す
る

期
間

の
生

活
費

の
一

部
と
し

て
、

１
月

あ

た
り

、
生
活
扶
助
基

準
の

居
宅

（
第
一

類
）

掲
げ

る
額

の
う

ち
貸
付

対
象

者
の

貸

付
申

請
時

に
お

け
る

年
齢

及
び

居
住
地

に
対

応
す

る
区

分
の

額
を
基

本
と

し
て

加

算
す

る
こ

と
が

で
き

る
も

の
と

す
る
。

な
お

、
年

齢
及

び
居

住
地
が

同
一

の
者

に

係
る

加
算

額
は

同
一

年
度

に
お

い
て
同

額
と

す
る

。
 

 

- 71-



 
- 2

 -

 （
別

表
）
 

（
単

位
：

円
）

1級
地

－
1

1級
地

－
2

2級
地

－
1

2級
地

－
2

3級
地

－
1

3級
地

－
2

19
歳

以
下

42
,0

80
40

,1
90

38
,2

90
36

,4
00

34
,5

10
32

,6
10

20
～

40
40

,2
70

38
,4

60
36

,6
50

34
,8

30
33

,0
20

31
,2

10
41

～
59

38
,1

80
36

,4
60

34
,7

40
33

,0
30

31
,3

10
29

,5
90

60
～

69
36

,1
00

34
,4

80
32

,8
50

31
,2

30
29

,6
00

27
,9

80
70

歳
以

上
32

,3
40

31
,1

20
29

,4
30

28
,3

00
26

,5
20

25
,5

10

級
地

区
分

年
齢
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被災３県の求人・求職動向　　　 　（資料出所）福祉人材センター　「福祉人材情報システム」

新規求人数（25年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 新規求職者数（25年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

岩手県 319 368 327 223 265 336 317 328 413 477 364 406 岩手県 95 151 93 125 105 95 134 81 105 101 160 91

宮城県 374 515 336 296 366 440 304 405 380 418 418 394 宮城県 78 92 59 66 78 130 62 60 52 58 62 67

福島県 346 125 475 196 142 672 998 190 383 612 175 317 福島県 56 89 99 164 119 82 115 130 59 60 57 69

全国計（被災3県除く） 21,953 19,409 15,500 17,039 17,888 20,513 22,179 21,061 18,727 23,849 21,045 20,488 全国計（被災3県除く） 6,038 6,740 5,922 7,883 6,180 6,401 7,315 5,953 5,336 5,881 5,545 5,738

新規求人数（24年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 新規求職者数（24年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

岩手県 277 400 268 342 323 350 278 389 435 330 420 363 岩手県 113 114 158 122 84 122 151 71 102 126 98 101

宮城県 318 328 284 264 310 263 207 408 296 361 410 345 宮城県 64 131 144 122 130 116 94 67 81 82 77 60

福島県 494 75 148 233 61 651 328 78 423 215 121 676 福島県 48 67 92 116 92 135 180 122 103 69 66 79

全国計（被災3県除く） 18,040 18,495 13,747 12,909 14,806 18,021 17,997 17,750 19,356 17,502 18,357 17,930 全国計（被災3県除く） 5,009 7,096 5,839 7,388 6,564 6,164 7,097 6,321 5,782 6,473 6,382 5,769

新規求人数（23年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 新規求職者数（23年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

岩手県 150 114 146 131 123 302 342 235 439 423 266 322 岩手県 160 123 72 137 93 121 147 104 72 116 111 66

宮城県 257 223 99 101 144 141 171 227 372 296 298 269 宮城県 140 118 72 77 94 74 45 65 67 103 69 60

福島県 178 115 85 59 48 274 252 222 216 577 55 139 福島県 43 80 84 93 75 38 47 69 89 62 116 43

全国計（被災3県除く） 15,772 14,996 11,445 10,505 11,533 13,927 15,212 14,702 16,044 15,412 16,513 14,685 全国計（被災3県除く） 4,395 5,445 4,953 5,450 4,621 5,317 5,147 5,824 4,565 4,421 5,329 4,305

有効求人倍率（25年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 採用数（25年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

岩手県 2.72 2.28 2.20 2.22 2.29 2.41 2.42 2.79 2.82 3.34 2.87 2.92 岩手県 10 14 24 19 18 15 9 11 18 14 7 15

宮城県 4.03 4.35 4.27 5.82 5.07 4.00 4.08 4.19 4.56 5.19 5.33 4.93 宮城県 11 22 35 11 10 10 8 14 34 11 6 2

福島県 2.41 2.40 2.01 2.00 1.92 2.73 4.82 4.55 3.78 3.30 3.45 3.19 福島県 7 8 44 21 6 10 4 4 10 37 10 1

全国計（被災3県除く） 2.39 2.38 2.22 2.42 2.46 2.65 2.76 2.82 2.77 2.90 2.86 2.92 全国計（被災3県除く） 901 867 1,531 1,091 822 643 682 737 778 1,095 837 828

有効求人倍率（24年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 採用数（24年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

岩手県 1.91 2.32 1.77 2.21 2.41 3.02 2.32 2.56 2.81 2.88 2.64 2.49 岩手県 12 13 27 17 27 27 14 8 21 14 14 14

宮城県 1.66 1.78 1.72 2.02 2.15 2.23 2.20 3.03 3.32 3.60 3.87 4.40 宮城県 30 10 32 24 19 26 6 22 5 5 38 10

福島県 1.50 1.55 1.47 1.03 1.24 2.75 2.11 1.86 1.43 1.35 1.53 2.12 福島県 11 14 25 30 11 17 14 3 11 45 29 14

全国計（被災3県除く） 1.63 1.79 1.68 1.91 1.94 2.23 2.31 2.30 2.37 2.30 2.24. 2.19 全国計（被災3県除く） 831 1023 1,649 951 846 570 593 697 613 884 946 919

有効求人倍率（23年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 採用数（23年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

岩手県 0.91 0.71 0.64 0.80 0.85 1.19 1.56 1.51 2.00 2.22 2.12 2.09 岩手県 13 8 13 5 20 11 16 6 20 20 13 6

宮城県 0.73 0.72 0.69 0.69 0.55 0.64 0.78 1.02 1.59 1.70 1.84 1.69 宮城県 13 6 9 4 10 11 25 8 6 10 13 5

福島県 0.58 0.69 0.60 0.53 0.41 0.95 1.41 1.93 1.72 2.45 1.80 1.62 福島県 3 3 3 3 4 9 2 2 2 1 2 28

全国計（被災3県除く） 1.20 1.19 1.17 1.09 1.11 1.26 1.50 1.52 1.58 1.58 1.59 1.52 全国計（被災3県除く） 759 970 1,522 839 708 520 563 677 679 780 793 980
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